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　事業を通してCSRを推進することが経営理念の実

現そのものであるという考えのもと、環境課題、社会課

題、企業の在り方について真摯に取り組むことを定め

たCSR方針を掲げています。

　代表取締役社長が委員長を務めるCSR委員会

を設置しています。CSR委員会の構成委員は本部

長である執行役員および国内連結子会社社長で

あり、各組織でのCSR課題への取り組みを遂行す

る責任を担っています。

　また、CSR委員会の内部組織としてESG事務

局を設置し、コンプライアンス委員会をはじめと

する各種委員会と連携することで、グループ全体

のCSRを推進する体制を整備しています。

2024年度に開催されたCSR委員会は2回であり、その審議内容は以下のとおりです。

　行動規範は、CSR方針を具体的に実践するためのガ

イドラインとして定めたものです。

社会課題の
解決

環境への
責任

従業員への
責任

安全への
責任

人権の尊重

企業統治の
責任

• 社会課題への取り組み
• パートナーシップの構築
• サプライチェーンへの責任

• 製造プロセスの環境負荷低減
• 環境課題を解決するもの創り

• 安全で働きやすい職場環境
• 多様性と機会均等の尊重

• 保安・防災の徹底

• 人権の尊重と差別の禁止
• 非人道的な行為の排除

• 会社情報の開示
• 贈収賄の防止
• 反社会的勢力の排除
• 公正な取引の推進
• 輸出入関係法令の遵守
• インサイダー取引の禁止
• 利益相反行為の禁止
• 秘密情報の適切な管理
• 知的財産の保護

経営理念「新日本理化グループは、ものづくりを通して広く社会の発展に貢献します」のもと、

事業活動により社会価値を創造し、持続可能な社会と当社グループの

持続的な成長を実現するためのCSRを目指しています。CSRマネジメント

CSR委員会
CSR委員長
代表取締役社長

CSR委員
各本部長、

国内連結子会社社長

各事業部門
国内関連子会社

各種委員会
■コンプライアンス委員会
■安全衛生委員会
■省エネ環境委員会
■品質管理委員会

ESG事務局
ESG事務局長：
経営企画部長

指示 連携推進

CSR方針（2021年1月策定） 行動規範 CSR推進体制

1 社会課題の解決に事業を通して貢献することで
企業の持続的な成長を目指します。

社会課題の解決

2 事業活動の環境影響に責任を持ち、地球環境と
調和した事業活動を行います。

環境への責任

3 安全を事業運営上の最優先に位置付け、職場と
地域社会に安全・安心を提供します。

安全への責任

4 基本的人権を尊重し、あらゆる差別、不当労働や
ハラスメントなどの非人道的な行いを排除します。

人権の尊重

5 健全かつ透明度の高い経営に努め、全てのステー
クホルダーの理解と信頼を深めます。

企業統治の責任

6 従業員の自己実現を支援し、安全で働きがいの
ある職場を創ります。

従業員への責任

1

2

6

3

4

5

CSR委員会の活動状況

7月
CSR重要課題の進捗報告
CSR報告書2023の発行について

12月
CSR重要課題の進捗報告
CSR調達基本方針およびガイドラインの策定について
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持続的な成長を実現するための
CSR重要課題とCSR目標
当社グループが目指すCSRの実現に向けて、CSR重要課題の特定とCSR目標を定めアプローチしています。
CSR重要課題は、サステナビリティ経営に向けて取り組まなければならないと認識した社会課題へのアプローチであり、
経営課題と捉えております。そのため、各課題を各部門の業務計画へ落とし込み、業務として遂行しております。

関連するSDGs 重要課題 アプローチ 中期目標（2025年度） 2025年度実行計画 2024年度実績

環境

E

カーボンニュートラル
の実現

CO2排出量の削減
電力の再生可能エネルギー化率72% 非化石証書の調達により、電力によるCO₂排出量の約50%をオフセット 電力の再生可能エネルギー化率44.8%

省エネ由来J-クレジットの購入によるCO₂排出量の相殺2,301t-CO₂
CO₂排出量51.8％削減（2013年度比較）製造プロセスの改革・改善により生産効率15%改善 2030年までの省エネロードマップの再構築

製品のバイオマス化
推進

製品のバイオマス化推進 石化由来原料割合60%未満 バイオマス由来製品の開発
バイオマス由来原料の調査および調達手段の検討

100%バイオマス由来新製品2シリーズを開発
・RiKAeCoolⓇ（バイオマス由来の蓄冷剤）
・リカビノールⓇ ND（100％植物由来のノナンジオール）

資源（水・燃料）の
有効利用

廃棄物量の削減・再資源化量の増加 外部委託処理の廃棄物量削減
再資源化率の継続的改善 製造工程の安定化による製品廃棄の低減検討 蒸留歩留改善による廃棄物量の削減

廃棄物の自社処理を進め外部委託処理量を削減

水使用量の削減 水資源の効率的で適切な利用 排水処理システムおよび廃水設備の導入検討 水使用量実績3,369千㎥
配管変更による水使用量の削減20千㎥

人・環境にやさしい
製品の拡充

環境負荷低減に貢献する製品の
開発・販売促進 環境負荷低減製品の売上数量の向上

環境負荷低減製品の販売促進
・グリーンサイザーⓇ（バイオマス可塑剤）
・リカナチュラⓇ（化粧品原料向けエモリエント剤）
・エヌジェルブⓇ（工業用潤滑基剤向けエステル油）
・RiKACRYSTAⓇ（結晶化促進剤）
環境負荷低減に繋がる製品の開発

環境負荷低減製品の開発および販売促進
・リカナチュラⓇ（化粧品原料向けエモリエント剤）
  開発：性能評価を実施し、提案力を強化
  販売：ネイルオイル向けで採用が決定

社会

S

人権の尊重
人権を尊重する企業風土の醸成 ハラスメント防止教育の実施（1回以上／年） コンプライアンス情報の定期配信による教育 定年再雇用、一般嘱託を含む全従業員へのハラスメント研修実施

人権侵害を防止する仕組みづくり 内部通報制度をはじめとした相談窓口の充実 内部通報制度をはじめとした相談窓口の定期的な周知 職場のハラスメント撲滅月間・人権週間に内部通報制度に関する事項を周知

多様な人材の
育成と確保

人事評価制度の改革 SPICE人材の育成・発掘 所属部署における行動・能力評価の着眼点を明確化し、目標設定と評
価に活用

管理職評価を年度評価に変更し方針管理を強化
所属部署における行動・能力評価の着眼点明確化を開始

人材育成の充実 チャレンジを促す仕組みづくりと積極的な支援の実施 選択型研修における階層・等級別推奨コンテンツ表の活用 実効性の高い育成体系の構築を目指した等級毎に求められる能力の精査

中途採用による多様化の促進 — 異業種キャリア人材の採用拡大 中途採用割合43.9％

管理職に占める女性比率の向上 女性管理職割合7%以上 キャリア形成支援および育成 管理職に占める女性比率9.9%

安全で働きやすい
職場づくり

健康経営の推進

健康診断受診率100%
再検査受診率80%以上 年2回の健康診断実施および結果のフォロー 健康診断受診率100%

保健指導およびカウンセリング受診率100% 保健指導（特定保健指導等）、メンタルヘルス面談の計画的な実施
特定保健指導受診率82.4％削減
保健師による保健指導面談の実施‌／‌計画的なメンタルヘルス面談の実施‌／健康に関す
る社内相談窓口の開設

喫煙者率20%以下 禁煙の推進および支援
特定保健指導の実施

年2回の禁煙デーを定め、禁煙の呼びかけを実施／保健師による禁煙支援を実施／喫煙
者率19.8%

有給取得日12日以上／年 有給を取得できる環境づくりの推進（業務適正化など）により年10日
以上の取得を目指す

目標達成率97.6％
・入社1～6年目までの取得目標：付与日数の1/2以上
・入社7年目以上の取得目標：10日以上

安心安全操業（ゼロ災害、ゼロ労災）
トラブル発生件数15件以下／年、再発事例ゼロ 休業労働災害0件／年 トラブル発生件数54件(前年比8件増加、休業労働災害2件)

安全教育の実施1回以上／年 安全指導／KY活動指導：実施率 100% 安全指導／KY活動／トラブル確認／防災訓練立会：累計122回／年

ワークライフバランスの推進 男性育休取得率100%
育休取得に対する職場理解を促す啓発活動の実施
育休ミーティングシートを活用した対象者と会社との丁寧なコミュ
ニケーションにより男性育休取得率向上を目指す

男性育休取得率100%

活力ある職場づくり
改善提案応募2件以上／人 部署長が部署目標を設定し、改善提案応募2件以上／人の達成を推進 改善提案応募491件／年、1.46件／人（グループ含む）

従業員アンケートにて、「仕事にやりがいを感じている」
と回答する人の割合80％以上 ワークエンゲージメント観測の継続 ワークエンゲージメントの定点観測を実施

「仕事にやりがいを感じている」と回答した人の割合73.3％

サプライチェーン
マネジメント

CSR調達の推進 CSR調達の構築 サプライヤーとのCSRコミュニケーション確立 CSR調達方針およびガイドラインを策定、サプライヤーへ展開
ホワイト物流への賛同を表明

原料調達のBCP構築 原料調達のBCP構築 サプライチェーンリスク調査／原料の複数購買化の推進／エチレンセ
ンター集約を想定した原料調達体制の見直し 購買取引先評価の実施70社／原料の新規複数購買化検討結果完了7件＋検証中6件

地域活性化への貢献 地域社会との積極的な関わりを促進 継続的な地域社会との交流による関係強化 積極的な地域交流を図り、事業所のある地域との関係強化を進める 京都R&Dセンターに地域の中学生を招いた実験教室を開催

企業
統治

G
ステークホルダー
エンゲージメントの実践

ステークホルダーとの対話の促進 投資家向け説明会・個別ミーティングの充実 Web決算説明会の実施（2回／年） Web決算説明会の実施（2回／年） 

開示情報の充実 統合報告書の発行 ニュースリリースの配信（28回／年）／次期中期経営計画の策定・開示 ニュースリリースの配信（26回／年）／CSR報告書2024の発行

リスクマネジメントの徹底 リスクマネジメント体制の構築 リスク管理のPDCAサイクルの確立と継続的改善 重要リスクの対応計画策定と実施 リスクマネジメントの新体制を整備／取締役会における重要リスクの選定 

迅速果断な意思決定を
支えるガバナンスの構築

取締役会の実効性の向上 実効性評価を通じたPDCAサイクルの確立 取締役会付議事項の変更（執行側への委任拡大） 機動的な意思決定を行うための取締役会付議事項の見直しを検討

役員報酬制度の見直し 企業価値向上に資するインセンティブ報酬の導入 指名・報酬諮問委員会における役員報酬体系の検討 指名・報酬諮問委員会の開催（4回／年）

環境・社会・人（命）に関わる課題に果敢にチャレンジし、価値創造企業を目指す。

CSR重要課題

CSR中期目標（2025年度）

2025年度CSR目標 持続可能について考える

CSRマネジメント
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環境理念 環境負荷低減への取り組み

環境方針

環境マネジメントシステム運用体制

　新日本理化株式会社は、地球環境の保全が人類共通の重要課題の一つであることを認識し、化学品製造販売を業務とする立場から、積極的

に環境負荷の低減を目指します。

　新日本理化株式会社は、化学品の製造および研究開発に関わる事業活動と、これら製品の環境影響を低減するための環境管理を実践すると

共に、資源枯渇防止に配慮して再生可能な原料の調達に努め、環境負荷との調和を考えた活動を推進いたします。

　当社は、2004年に環境マネジメントシステムISO14001認証を取得し

ました。環境理念および環境方針を達成するために環境マネジメントシ

ステムを活用して、環境マネジメント組織を定め、役割分担および責任の

明確化を図っています。それぞれの組織では、環境方針のもと、環境目標

を設定し、PDCAを回して継続的な環境改善に取り組んでいます。その活

動実績に対しては、省エネ環境委員会および内部環境監査により評価し、

その評価結果をトップマネジメントに反映させて環境マネジメントシス

テムの改善や見直しを行っています。

　環境に関わる法規制その他の要求事項を遵守して環境汚染の予防に努め、社会や地域の環境保全に取り組みます。

　この環境方針を達成するために環境目的・目標を設定し、自主的に環境汚染防止活動が実践できるよう、環境教育を通じ全従業員に周知い

たします。

　事業展開に伴う環境汚染を把握し、且つ継続的な改善にて環境管理を行い、汚染の予防に取り組みます。

環境配慮型商品の購入、および製品の設計・
開発・製造・販売活動を展開します。1 環境負荷に配慮した研究開発、および排出物

の管理に努めます。3有害化学物質の把握・管理を強化して、排出物
の削減活動を行います。2

　法遵守と汚染予防

　環境負荷低減活動

1

2

　教育および周知活動3

環境マネジメント体系

（2024年度実績）　新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社

マテリアルフロー

トップマネジメント
社　長

環境管理責任者

省エネ環境委員会 省エネ環境事務局

生産本部 研究開発本部

環境統括責任者

原料

大気

64千t

総エネルギー

内訳
電力

（内グリーン電力）

その他（ガス、蒸気、他）

3,873KL
（1,734KL）

13,977KL

3,369千㎥

水資源

12,242KL

エネルギー（原油換算）
INPUT

OUTPUT 工場で使用した水は、浄化後、再び環境へ循環／廃棄物の一部は社内または社外引取先で燃料として利用

内訳

発生量
社内処理量
社外処理量 3.3千t

1.8千tNOx 0.7t
CO2 21千t※ （全社） 5.1千t

廃棄物 排水

3,349千㎥

66千t
生産量

新日本理化グループ お客様

● 資源の有効活用

● RSPO認証による持続可能な原料調達への取り組み

川崎工場のDX推進による環境改善活動

責任ある原料調達

トピックス

　パーム油・パーム核油※は、他の植物油脂に比べ、単位面積あたりの収量が非常に多く安価であることから、食用・化粧品・

洗剤・燃料などの用途に世界で最もよく利用されています。しかしながら、昨今では、パーム油の生産は熱帯雨林の伐採や地

域社会への影響などにより、多くの環境・社会問題を引き起こしています。そのため、持続可能なパーム油の生産を確立する

ためには、関連する法制度に違反していないこと、経済的に存続可能であること、環境的に適切かつ社会的に有益であること

などが求められています。

　当社は、RSPO※が推進する認証パーム油を通した持続可能なパーム油の調達に賛同し、2015年に正会員として加盟、2018

年にSCCS認証を取得し、翌年にRSPO認証品の販売を開始しました。

　昨今では、化粧品産業での認知度が高まり、徐々にユーザー様からの引き合いも増えてきております。RSPO認証品の出荷

数量は、2018年度の125tから、2024年度には3,132tと増加しました。また、当社ではオレオケミカル製品のほとんどで認証

品の供給体制が取れており、その品目数は国内トップレベルの46品目です。

　今後も、パーム油生産に伴う様々な問題の解決を目指し、パーム油の調達に関する情報の収集および提供を行うとともに、

認証パーム油・パーム核油の普及活動を促進していきます。
‌※パーム油とはアブラヤシの“実”を絞って取った油、パーム核油とはアブラヤシの“種”を絞って取った油です。
‌※�RSPOとは、世界的に信頼される認証基準の策定と、ステークホルダー（利害関係者）の参加を通じ、持続可能なパーム油の生産と利用を促進することを

目的として設立された非営利組織です。

‌※�再生可能エネルギー由来の非化石証書が有する環境価値を付加した電力の使用によるCO₂排出量、およびJ-クレジット制度の排出削減プロジェクトに基づき発行されたクレジット
の購入により相殺されるCO₂排出量を除外しております。

　川崎工場では、省エネルギーと安定操業を目的とした取り組みを推
進しています。超音波カメラおよびサーモグラフィーカメラを使用し
た保温・蒸気漏れパトロールを定期的に実施し、余分な蒸気の削減に
努めています（削減実績：年換算100～200t）。
　また、トラブルを未然に防止するための取り組みとして、全員参加
型の保全活動による設備不具合の早期発見・修復、さらに、デジタル手
順書の整備による業務の標準化と作業品質の向上を進めています。

　川崎工場では、定期的にCN会議を開催し、設備ごと
のエネルギー消費情報の共有および省エネ対策案の出
し合いを全員で行っています。さらに、TPM活動によ
り発見した、劣化した保温の是正、スチームトラップ内
弁漏れの修復を実施し、蒸気ロスの低減に繋がりまし
た。また、新人もベテランと同様に活躍できる職場環境
づくりを目指し、写真や動画を多用した作業内容が一
目で理解できるデジタル手順書の整備をはじめとする
DX化や、設備保全システムの導入を進めています。

Edenor 
Oleochemicals 
Rika（M） 
Sdn.Bhd.

原料の製造パーム農園

新日本理化（株）
日新理化（株）

製品の製造

アルベス（株）

化学品商社

イワタニ理化（株）

化粧品製造

RSPO認証の詳細は、
当社Webサイトにて
ご覧いただけます。

環 境

徳島工場散水ろ床

京都市令和6年度「さんぱい適正処理・3R推進事業場」認定

京都工場分散型ボイラー

RSPO認証品 供給体制
RSPO認証品目数

46品目

2024年度 認証品出荷数量

3,132t

‌【水資源】 ��当社グループは、水資源の重要性を認識しており、水リスク（水資源の枯渇、水
質汚染など）の把握・低減へ向けた取り組みを行っています。2024年度の生産
活動において、国内の生産拠点の水源別総取水量は3,369千㎥でした。また、生
産拠点の排水水質については、各自治体の基準を超える厳しい独自基準で管理
しており、安全で安心できる水資源の保全に努めています。

‌【大　気】 �当社グループは、ボイラーや焼却炉の適正運転を進めるなどの対策を通じて、
各自治体等が定める基準より厳しい基準で管理し大気への有害物質の排出削
減をさらに進めています。大気汚染の原因となるNOx（窒素酸化物）に関して
は排出量を管理しており、2024年度の国内生産拠点の総排出量は0.7tでした。‌

‌【廃棄物】 �当社グループは、環境負荷と処理コストの削減を目指し、廃棄物の削減に努め
ています。地球環境を守り、持続可能な社会の実現のため、発生した廃棄物の
リサイクルを推進することで再資源化を促進し、また全社で3R活動に取り組
んでいます。
※3R活動とは、Reduce（削減）、Reuse（再利用）、Recycle（リサイクル）の3つのアクションを指します。

担当者のコメント
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● CO2排出量削減に向けたアプローチ

　世界的に気候変動対応が求められているなか、化石資源を用いて事業を行う当社にとっても、CN（カーボンニュートラル）は非常に大きな責

務であると認識し、2030年度までに国内事業所からのCO2排出量を2013年度比で50％削減、そして2050年度にはCNを達成するという目標

を掲げ、CNの実現に向けた取り組みを推進しています。

　2024年度のScope1およびScope2のCO2排出量は21,339(t-CO2)であり、基準としている2013年度に比べ51.8％の削減となりました。

　2022年度に立ち上げた、全社横断型組織であるCN推進室を中心に、省エネや製造プロセスでの燃料効率向上の取り組みに加え、再生可能

エネルギーの調達を進めています。

　2024年度からは、報告対象範囲を連結範囲における国内製造拠点を保

有する会社に広げました。これにより、新日本理化株式会社、日新理化株式

会社に加え、日東化成工業株式会社を対象範囲とし、報告しております。

　2024年度の原油換算エネルギー使用量は、13,977KLであり、前年と比

較して12.7％の低減となりました。

　事業活動で使用する電力およびガスの再生可能エネルギー化を進め、

電力については2030年度までに国内事業所における再生可能エネル

ギー化率100％を目指します。これまでに、主力工場である京都工場をは

じめ、京都R&Dセンター、日新理化株式会社にてグリーン電力へ切り替え

ました。また、CO₂排出量をオフセットするカーボンニュートラルな都市

ガスの調達を京都工場、徳島工場にて導入しています。
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エネルギー効率の向上による削減 抜本的な生産プロセスの改革

新たなエネルギー源の活用

再生可能エネルギーへの変換

2013年度比
50%削減

CN

2013年度比
25.9%削減 2013年度比

33.0%削減 2013年度比
51.8%削減

省エネ改善提案からのエネルギー使用量削減の取り組み

再生可能エネルギーへの変換

素材の機能による環境負荷低減

原料のバイオマス化による環境負荷低減

主な拠点 京都工場 徳島工場 川崎工場 京都R&D
センター

日新理化
株式会社

グリーン電力

CNな
都市ガス

※川崎工場および京都R&Dセンターは都市ガスの利用なし。

● カーボンニュートラルへの挑戦

● 環境負荷低減に寄与する製品の研究開発を進めています

環境価値創造への取り組み～研究開発品の紹介～

　ポリオレフィン樹脂の結晶化速度を従来よりも早めることで、成形加工時間の短縮と生産

効率の向上を図る結晶核剤です。成形加工時のエネルギー使用量の削減や不良品の削減

効果が期待できます。

RiKACRYSTA®

　化粧品原料向けに開発した植物由来のエモリエン

ト剤です。揮発性に優れる滑らかな感触のオイルで、

鉱物由来であるシリコーン代替のほか、天然由来化粧

品原料としての展開を進めています。

RiKANATURA®

　植物由来オイルの課題であった低温流動性を

克服し、鉱物由来オイルの代替となる植物由来エ

ステル油です。モビリティや産業機械向け潤滑油

のバイオマス化に貢献します。

エヌジェルブ®

　石化由来であるDINPなどの汎用可

塑剤と同等以上の性能を持つ可塑剤

をバイオマス原料で製造しました。バイ

オマスマークも取得しており、塩化ビニ

ル製品のバイオマス化に寄与します。

グリーンサイザー® 　100%バイオマス原料からできたノナンジオー

ルです。ポリウレタンやポリエステルのバイオマス

化に貢献できる新素材です。

リカビノール®ND

　高引火点で安全性が高く、電力を使わずに40度前後を保持できる優れた熱コントロール性

能が特徴のエステル素材を開発しました。蓄冷剤や定温輸送、断熱素材などの熱マネジメント

用途でエネルギー削減に繋がります。

RiKAeCOOL®

ケミカルマテリアルジャパン2024への出展トピックス

　2024年11月21日から2日間、東京ビッグサイトにて開催されましたケミ

カルマテリアルジャパン2024に出展しました。カーボンニュートラル社会

に向けて期待されている樹脂や、バイオマスに関する開発品を紹介しまし

た。紹介した環境対応製品は、①結晶核剤RiKACRYSTA、②バイオマス可塑

剤グリーンサイザー、③蓄冷剤RiKAeCOOL、④バイオマスジオール・リカ

ビノールND、⑤粉体塗料用リカシッド、⑥水素化技術紹介、⑦NJC知財活用

RiKAMiRAiの7点です。知財に関する紹介は初めてでしたが、様々な企業に

興味を持って頂き盛況でした。全体的にどのパネルも人気でしたが、やはり

SDGsの影響が大きくバイオマス製品への関心が高い結果となりました。

　徳島工場では、灯油燃料の熱媒ボイ
ラー2基の老朽化による更新にあたり、
環境影響の低減を図るため、都市ガス燃
料のボイラーへと変更しました。同時に、
能力の最適化を進めた結果、2基併せて
161tのCO₂排出量削減を達成しました。

　京都工場では、電力使用量の約8％を占める空気圧
縮機において、能力低下により経時的に消費電力が
増大するという問題を抱えていました。経年劣化と
捉えていましたが、改めて調査した結果、圧縮部に発
生する緑青が原因と判明、対策として潤滑水の水質
管理、特に導電率の管理を強化しました。また、暑熱
対策として設置環境の改善にも着手した結果、年間
平均93千KWの電力削減を達成しました。

エネルギー使用量
グリーン電力

CO₂排出量（t）

エネルギー使用量
CN都市ガス

エネルギー使用量
原油換算
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エネルギー使用量およびCO₂排出量の推移
新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社

　展示会を通じて、業界全体でカーボンニュートラルへの関心が高まっていることを、
多くのお客様との対話から実感しました。「ウチもそろそろ何かアイテムを…」という声
が多く聞かれた一方で、具体的に何から始めるべきか手探り状態の方もまだ多かった印
象です。当社の技術や製品がカーボンニュートラルにどう貢献できるのか、今後もお客
様と対話を重ねながら、一つひとつ価値ある提案につなげていきたいと考えています。

再生可能エネルギー導入実績

営業担当者コメント

環 境

【徳島工場の取り組み】 【京都工場の取り組み】

担当者のコメント
　設備更新のタイミングで、ボイラーを
再設計し、燃料効率を見直すことにより、
環境負荷低減を実現することができまし
た。また、資源エネルギー庁が推進する省
エネ補助金制度を活用できたことも、大
きなきっかけとなりました。

担当者のコメント
　生産量当りのエネルギー原単位の削減およびCO₂排出量削減は、生産現場での重要事
項と認識しています。本件のほかにも、工場・設備毎にアクションプランを策定し、日々改
善活動を進めています。今後も、現場力で環境負荷低減に貢献していきたいと思います。

不飽和設備更新ボ
イラーおよび30系
設備更新ボイラー

空気圧縮機の圧縮部（改善
前と改善後）
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　当社は、直面する社会課題を見据え、事業環境の変化に対応し中長期的な企業価値向上を果たすため、2021年3月にVision2030「Be the best 

SPICE! ～心躍る極上のスパイスになる～」を策定しました。企業の持続的な成長の源は人材であるという考えのもと、多種多様な視点や価値観を持つ

人材がそれぞれの能力に磨きをかけ、強みを活かして働くことのできる組織の実現を目指しています。

　個の成長と組織の活性化を目指し、2024年度は2023年度から導入した職能資格等級制度に応じた評価制度の定着に注力しました。

　コンプライアンスの徹底や多様性を受容することで持続的成長の土台をつくり、その上で挑戦を“後押し”する人事施策を推進しています。社会を

動かし未来を創るものづくり企業へと成長を続けていくために、次なる社会を果敢に切り拓いていく人材・組織を目指します。

社会と共に未来を創る。組織の強さは人材から。

挑戦を後押しする人事施策

～心躍る極上のスパイスになる～

事業成長
あるべき姿

社
会
発
展

　組織課題と課題解決の取組みへの影響を把握するために、従業員意識調査や人事
メンバーによる1on1ミーティングを実施しました。各部署における取り組みの好
事例を横展開し、各部署長が部員とともに改善を進めていくことを促しています。

コンプライアンスの徹底
　人権を尊重し、児童労働や強制労働などの人権侵害はいたしません。また、法令順守に留まらず
風通しの良い職場環境をつくり、オープンでフェアな企業活動を実践します。

●コンプライアンスハンドブックの配布
●コンプライアンス教育
　（クイズ形式で月２回配信、研修受講）
●コンプライアンス監査（年１回、全事業所）
●相談窓口の設置（内部通報窓口、外部専門家、労働組合）

●コーチング研修
●方針管理強化の為のワークショップ実施

●ハラスメント研修
●ハラスメント関連の相談窓口の
　設置とイントラネットへの掲載

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
　スキルアップや会社理解を深める
ことを目的とした内定者アルバイト
の受け入れを実施するなど、多様な
経験やキャリアを有する人材の採用
と登用を進めています。
　2020年以降、新卒社員の3年間定
着率は100%であり、今後もこの高
い定着率を維持できるよう努めます。

※ワークエンゲージメント：従業員意識調査アン
ケートにて「現在の仕事にやりがいを感じてい
る」と回答した人の割合。

2024年度
実績

2025年度
目標

43.9%

9.9%

100%

1.9%

中途採用比率

女性管理職比率

男性育休取得率

障がい者雇用比率

̶

7%以上

100%

2.5%

保守型人材から挑戦型人材への変革
Change ＆ Challenge

組織開発

●評価者研修
●ポジティブフィードバック研修
●管理職昇格者対象の役割研修

●中間面談の必須化
●チャレンジに重点を置いた評価人材開発

●定年再雇用者に対する職務評価制度の導入

多様な
雇用形態

環境変化

・人材の流動化

・働く目的、価値観の多様化

・社会からの要望の変化

個の成長
自ら考え行動する

挑戦型人材

組織の活性化
誰もがやりがいを持って

働ける組織
ワークエンゲージメント※ 73.3％

70%以上を維持
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　高速に変化する環境に対応するため、自ら考え行動する挑戦型人材への変容を促しています。自立
型学習の支援や改善活動の定着に注力し、個の能力向上を目指しています。また、シニア層のスキルや
経験を活かし、働きがいを持って働くことのできる制度の運用を開始しています。

　ものづくりの要となる生産本部に所属しています。製品の安定供
給や顧客満足度を高めるために、自部署だけでなく、他部署との連
携や協力し合う姿勢を大切にしています。
　変化の激しい時代に対しても、今まで培ってきた知識を活用し、
経験から新たな視点を取り入れ、経験を継承していくことが組織の
レベルアップとなり活性化にも貢献できると考えています。

　あるべき姿に向けて、以下4つのアプローチで
人材マネジメントの促進と組織の活性化を目指します。

（前年比）

チャレンジが推奨され、
支援される組織へ挑戦
「チャレンジが推奨され、支援されています
か？」の1項目において

＋4.4
ポイント

仕事を通じて自分の成長を
感じられる組織へ

成長 「現在の仕事を通じ、自分が成長できていると感
じますか？」「あなたの努力や成功、成長を認め
てくれますか？」等の全4項目において

平均

＋5.0
ポイント

組織の
垣根

組織の垣根を越えて協力し合う
風土を持つ組織へ

「新日本理化では組織の垣根を越えて協力し合
う風土があると思いますか？」の1項目において

＋1.6
ポイント

目標達成に向けて
部署の一体感がある組織へ一体感
「目標達成に向けて部署の一体感があると感じ
ますか？」の1項目において

＋8.8
ポイント

従業員インタビュー

京都工場
事務課

社 会
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■女性管理職比率

■男性育休取得率

＜女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画＞
■計画期間
2025年4月1日～2027年3月31日
■目標と取り組み内容
目標1：管理職に占める女性割合を10％以上にする
目標2：�直近5事業年度の男女別の平均定着率がそれぞれ100％であることを継続し

て維持する

＜次世代育成支援対策推進法＞
■計画期間
2025年4月1日～2027年3月31日
■目標と取り組み内容
目標1：�毎年、自社の両立支援制度の利用状況、両立支援のための取組の成果等を把握

し、改善点がないか検討する。
目標2：地域や従業員の子どもの工場や研究所見学の受け入れを行う。

　労働安全衛生の基本方針として、「従業員の安全と健康は経営の基盤」を掲げ、従業員の命や健康の確保、労働災害の抑止など、安全確保と安

全に対する意識向上に向けた活動に取り組んでいます。

　サプライチェーンの持続可能性は、事業活動の持続可能性と直結する重要な要素であるという認識のもと、当社グループはCSR調達を推進

していきます。CSR調達方針の策定だけにとどまらず、取引先の皆様と共に持続可能なサプライチェーンの構築を目指してまいります。

　従業員全員が、職業・家庭・地域生活などのあらゆる分野に参画し、対等な構成員として「誰もが責任を担うことができる」という意識改革を

進めています。また、一人ひとりが多様な背景や経験、知識を活かし、能力を最大限に発揮できる環境を整えることで、社会課題の克服にも注力

しています。

　事業所地域における課題について、当社グループのリソースを活かした活動に取り

組んでいます。継続的に地域社会と交流・共存し、明るい未来へと繋いでいくことを目

指しています。

　全工場において設備情報のデジタル化を推進し、保全管理システムを活用して設備トラブル

の要因を的確に把握・排除することで、安定した生産体制の構築に取り組んでいます。

　長い歴史の中で受け継がれてきた保全技術やノウハウをデータベース化し、一元管理を進め

ています。設備台帳管理や保全周期の設定、保全計画の立案と実行、そして保全履歴の記録と活

用など、システムに集約された設備情報を通じて、予防保全の精度向上と故障の未然防止を図っ

ています。

　2024年度には全工場でシステムの本格運用を開始し、設備保全の高度化と運用の浸透を目指

しており、今後も設備の信頼性向上と安定した生産を継続します。

共同参画の推進

地域社会とともに

安心安全操業の追求は現場から

サプライチェーンの持続可能性を高める

　経営と現場を繋ぐ重要な役割である管理職に占める女性の割合は、2025年度目標
である7％を達成しています。

● 女性管理職比率の向上
● 設備保全のDX化による安定生産

　自ら希望する生き方と仕事の両立が可能となるよう社内制度を整備し、制度活用を
推進しています。
　引き続き、属性や世代を問わず活躍できるような環境整備を進め、組織力最大化に
取り組み、2025年度も目標である100%達成継続を目指します。

● 男性の育休取得率の向上

　持続可能な社会の実現に向けた活動を、サプライチェーン全体で推進し
ていくことを目的として、2025年1月に「CSR調達基本方針」およびそれに
基づく「調達ガイドライン」を策定しました。

● 方針の策定
　方針およびガイドラインに基づいたCSRアンケートの実施などを通し
て、お取引先の皆様とCSRコミュニケーションを構築していくことで、サプ
ライチェーン全体で持続可能な調達を推進していきたいと考えています。

● お取引様と共に

　2024年度に開催された「けいはんなオープンラボ・テックツアー」および2025年大阪・関西万博に
おける「けいはんな万博in夢洲」へ参画し、けいはんな学研都市をはじめとした地域のイノベーション
創出に取り組みました。
　本ツアーは、技術や研究成果を広く一般に紹介し、地域との繋がり深めることを目的とした公開イ
ベントです。当社は自社の研究開発施設や設備の一部を公開し、見学や実験体験をしていただくこと
で、当社の取り組みや技術力を発信するとともに、来場者との交流を行うことで社会とのつながりを
深めました。
　こうした活動を通じて、地域社会との連携強化と、次世代の人材育成・技術交流の促進に努めていま
す。今後も、オープンな技術発信と地域貢献を通じて、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

● けいはんなオープンラボ・テックツアー
および2025年日本国際博覧会(大阪・関西万博)への参画

　当社は、「運営参加サプライヤー」として、ボランティアのみなさまに控室でご使用いただく抗菌施
工用液剤792Lおよびマイクロンスプレーボトル50本を提供させていただきました。
協賛名：大阪・関西万博 運営参加（抗菌スプレー）サプライヤー
協賛内容：抗菌・消臭作用のある液剤792Lおよびスプレーボトル50本

‌● �2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）の運営参加サプライヤー
として協力

社 会

けいはんなオープンラボ・テックツアー

2025年大阪・関西万博
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以上

　電気関連の作業を行う労働者の安全確保のため、事

業者は、これらの教育を実施し、電気災害を防止、労働

者の安全を確保する義務があります。今回、当社電気主

任技術者による当該教育を京都R&Dセンターにて実施

しました。

　工場や研究開発の現場においては、安全確保と技術の伝承が不可欠です。世代を超えて安

全の知識と意識を共有しながら、これからも現場に根ざした活動を通じて、安心して働ける

環境づくりを進めてまいります。

● 電気に関する安全基準の理解、感電防止対策などの教育

担当者のコメント
　労働安全衛生教育の一環として、電気使用
に関する安全について教育を実施しました。
身近な商用100ボルトの電圧（一般のコンセ
ント電圧）でも死亡事故に至った事例などを
参考に、“人の不安全行動”と“設備の不安全
状態”の危険性について学んでもらいました。
難しい規定がありますが“安全は人のためだ
けではなく自分自身（と家族）のため”です。今
回の教育機会が安全意識の高揚と事故撲滅
に役立てば幸いです。ご安全に！

　当社では、「安全はすべての基本である」との考えの

もと、継続的な取り組みを行っています。

　今年度は、自衛消防訓練として屋外消火栓を使用し

た操法訓練を実施し、初期消火体制の強化を図りまし

た。また、近隣企業や地域関係機関と連携した共同防災

訓練にも参加し、災害時の実効性ある対応力の向上に

努めました。

　併せて、保全活動の全体を見直し、見落とされがちな点や不足している対応を洗い出し、改

善を進めています。これにより、日常の業務に潜むリスクへの対応力を高めています。

● 伏見自衛消防隊訓練大会への参加

担当者のコメント
　残暑が厳しい季節でしたが、大会前の1
カ月間は週2回の練習を行いました。訓練
大会を想定した本格的な練習でもありま
したが、大会では皆で力を発揮できたので
はないかと思います。「やはり化学工場は
違うな！」と他社の方に声をかけていただ
きました。この様な貴重な機会を活かし
て、工場の防災意識の向上と無災害に寄与
していきたいです。

京都工場生産課
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指名・報酬諮問委員会の活動状況取締役会の活動状況
　2024年度に開催された指名・報酬諮問委員会は4回であり、重点

的に審議を行った内容は以下の通りです。

　2024年度に開催された取締役会は15回であり、重点的に審議を

行った内容は以下の通りです。

取締役の報酬

取締役会の実効性評価

2024年度における取締役会の活動状況

＜取締役会の実効性評価結果＞ 対象：2024年度開催の取締役会

2024年度における指名・報酬諮問委員会の主な活動状況

2024年度における取締役報酬の総額

　当社は、取締役報酬の決定方針について、次のとおり決議しています。なお、本方針の改定にあたっては、指名・報酬諮問委員会に原案を諮問

し、その答申内容を踏まえて取締役会で決議するものとしています。

　当社は、毎年、取締役会の実効性の評価を行うことで、取締役会機能の向上を図っております。第9回目は2024年度開催の取締役会を対象に、

各取締役にアンケート調査を実施の上、その結果を踏まえ取締役会で議論しました。

取締役（監査等委員および社外取締役を除く）の報酬 
基本報酬のみとしています。基本報酬は、取締役としての役割や役位に応じた年額
の基準額を12ヶ月で按分した月例の金額を毎月支給することとしています。ただ
し、会社業績の著しい悪化等により、基本報酬の基準額を支給することが妥当でな
いと判断する場合には、報酬の減額を行うこととしています。なお、業績連動型賞
与については、業績指標の選定や報酬額の算定方法を含め、導入に向けた検討を重
ねてまいります。

監査等委員および社外取締役の報酬
役割と独立性の観点から、その役割等に応じて設定された基本報酬のみとし、それ
を12ヶ月で按分した月例の金額を毎月支給することとしています。

事業構造改革
事業ポートフォリオ最適化に向けた事業の見極めお
よび生産体制の見直し

資本コスト 株主資本コストの現状と今後の対応

資本効率の向上 政策保有株式の縮減をはじめとした資本効率向上策

リスクマネジメント リスクマネジメント強化に向けた施策

取締役会の実効性
取締役会における戦略議論および監督機能の充実に
向けた改善策

評価項目 評価の概要

取締役会の構成
性別およびバックグラウンドに関する多様性は一定程度確保されている。今後はより若い世代の取締役を登用する
など、年齢面の多様化を進めることが課題である。

取締役会の運営
取締役会の付議範囲を絞り込み、中長期戦略に関する議論により重点を置くべきである。次世代経営層の育成を急
ぎ、個別案件の決定権限の委任を進めることが望ましい。

取締役会での議論
社外取締役を含め多角的な議論が行われているものの、中長期の戦略・計画やリスクに関する議論を充実させるこ
とが今後の課題である。

社外取締役への情報提供
取締役会の審議事項に関する事前説明は概ね適切に行われている。一方、当社が抱えるリスクについての情報提供
はより充実させる余地がある。

指名に関する
事項

取締役候補者の指名（再任を含む）

執行役員候補者の指名（再任を含む）

報酬に関する
事項

取締役の個人別報酬の金額

執行役員の目標達成および職務執行状況の評価

執行役員の個人別報酬（評価連動型報酬を含む）の金額

報酬等の総額
（百万円）

対象となる役員の員数
（名）

 取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

143
（12）

6
（2）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

30
（12）

3
（2）

コーポレート・ガバナンスの考え方

コーポレート・ガバナンスの体制　（2025年6月24日現在）

各機関および委員会の役割・機能

　当社は、効率的かつ健全な企業経営のもとに企業価値の向上を目指す化学素材メーカーとして、広く社会から信頼される企業となるため、

コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要課題と位置づけています。

　また、コーポレート・ガバナンスの強化に向けた方向性を示すものとして、「コーポレー

ト・ガバナンス基本方針」を制定し、適宜見直しを図っています。

株主総会

連携

内部
監査

報告

報告

意思決定・監督 監査

指名・報酬諮問委員会取締役会 監査等委員会 会計監査人

社長

執行役員

執行部門・子会社

経営会議

CSR委員会

コンプライアンス委員会

監査室

業務執行

コーポレート・ガバナンス体制図

連携
諮問

答申

● 取締役会
取締役会は、全取締役8名のうち4名を社外取締
役としています。社外取締役には、企業経営の経
験を有する方や財務・会計に関する専門知識を
有する方、法律の専門家など、多様なバックグラ
ウンドを持つ方々に就任いただいており、取締役
会において多角的な視点から議論を行うことが
できる体制を確保しています。取締役会は、原則
毎月1回開催するほか、必要に応じて臨時取締役
会を開催し、経営の重要事項について決定を行う
とともに、業務執行取締役および執行役員の職務
の執行を監督しています。

● 監査等委員会
監査等委員会は、社外取締役2名を含む3名で構
成しており、うち1名は財務・会計に関する知見
を有する方、1名は弁護士の方に就任いただいて
います。常勤の監査等委員は、取締役会および経
営会議その他の重要な会議に出席し、経営の基
本方針や重要事項の決定、業務執行取締役によ
る職務執行の状況について実効的な監査を行っ
ています。また、業務執行取締役からの独立性を
確保された監査室の従業員が監査等委員会の職
務を補助しています。

● 経営会議
取締役および執行役員を中心に構成し、業務執
行に関する具体的事項の決定および取締役会決
議事項の事前審議を行っています。

● CSR委員会
執行役員および国内連結子会社の社長を中心に
構成し、当社グループのCSR経営の推進・強化
を担っています。

● コンプライアンス委員会
執行役員および国内連結子会社の社長を中心に
構成し、内部通報制度の運用・改善を含むコン
プライアンス施策の推進を担っています。● 指名・報酬諮問委員会

指名・報酬諮問委員会は、社外取締役4名を含む
5名の委員で構成しており、社外取締役が委員長
を務めています。取締役会は、取締役等の選解任
および報酬等について、指名・報酬諮問委員会
の答申を踏まえ決定することとしています。

● 会計監査人
当社は会計監査人として、EY新日本有限責任監
査法人を選任しています。会計監査人は、監査計
画に従い、中間・期末および期中においても適
宜、法令に基づく適正な会計監査を行っていま
す。また、監査等委員会との間で随時、監査情報
の交換を行うなど連携を図っています。

「コーポレート・ガバナンス基本方針」は
当社Webサイトよりご覧いただけます。

企業統治
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コンプライアンス

リスクマネジメント

　当社は、経営理念・CSR方針のもと、当社グループの役員・従業員が企業活動を行う上で遵守すべき規範を「行動

規範」として定め、コンプライアンスの徹底に努めています。

　行動規範を分かりやすく解説するハンドブックを配布し研修を行うなど、その周知・浸透を図ることで、コンプラ

イアンスに関する問題の未然防止・早期是正に取り組んでいます。

　当社の事業継続にマイナスの影響を与えるリスクを適切に管理し、企業価値を向上させることを目的に、リスクマネジメントの取組みを推

進しています。

　当社の重要リスクを把握するため、全部門からリスクを洗い出した後、発生可能性および当社への影響度を基準に評価を行い、リスクマップ

を作成しました。

　取締役会は、リスクマップの内容を踏まえ当社の重要リスクを選定しており、これらについて重点的に対策を講じることとしています。

　法令や社内規程に違反する行為、その他コンプライアンス上問題のある行為などに関して、当社グループの

役員・従業員からの通報・相談に対応するため、内部通報制度を設けています。

　内部通報窓口は、常勤監査等委員および内部監査部門が担うものとしており、執行部門からの独立性を確保

しています。

　また、公益通報者保護法の趣旨に則り、窓口への通報・相談者に対して、通報・相談したことにより不利益

な取り扱いが行われることのないよう、社内規程に明記の上、その遵守を徹底しています。

内部通報制度

1984年4月
2012年4月
2016年8月
2020年6月
2023年6月
2024年4月 

1992年4月
2014年4月
2016年6月
2022年6月
2023年6月

1978年4月
2012年6月
2015年4月
2019年6月
2020年6月
2025年4月

1971年  3月

1998年  6月
2012年  4月
2013年10月
2022年  6月

1988年4月

1995年1月
2011年6月
2016年6月

1990年4月
2020年4月
2023年6月
2024年6月
2025年4月

1979年4月
2013年6月
2020年6月 
2023年6月 

1996年10月
2000年  7月
2006年  9月
2007年11月

2020年  6月

（株）大和銀行（現（株）りそな銀行）入行 
同行京都滋賀営業本部長 
第一生命保険（株）大阪法人営業部 部長 
当社監査等委員である取締役 
当社取締役 執行役員 社長補佐 
当社取締役 執行役員 社長補佐 兼 企画管理本部長（現任） 

当社入社
当社執行役員 機能性化学品事業部長
当社取締役 執行役員 機能化学品事業部長
当社研究開発本部エグゼクティブフェロー
当社常勤監査等委員である取締役（現任）

豊田通商（株）入社 
同社常務取締役 
同社専務取締役 
当社取締役 常務執行役員 営業部門担当 
当社代表取締役 社長執行役員 
当社代表取締役 会長執行役員（現任）

ハウス食品工業（株）（現ハウス食品グ
ループ本社（株））入社
同社取締役
同社代表取締役
同社代表取締役専務
当社社外取締役（現任）

弁護士登録
三宅合同法律事務所（現弁護士法人三宅
法律事務所）入所
同事務所パートナー就任（現任）
当社社外監査役
当社監査等委員である取締役（現任）

当社入社 
当社執行役員 企画管理本部長 
当社取締役 執行役員 営業本部長 
当社取締役 常務執行役員 営業本部長 
当社代表取締役 社長執行役員（現任） 

豊田通商（株）入社 
同社常務取締役 
同社代表取締役 副社長 
当社社外取締役（現任） 

青山監査法人入所 
公認会計士登録 
竹林公認会計士事務所開設 

（株）プロアクティブ設立、代表取締役
社長就任（現任） 
当社監査等委員である取締役（現任） 

中川 真二

川  康行

三浦 芳樹

松本 惠司

織田 貴昭

盛田 賀容子

竹林 満浩

取締役 執行役員
社長補佐 兼 企画管理本部長

取締役
常勤監査等委員

代表取締役 
会長執行役員 

社外取締役

社外取締役 
監査等委員

代表取締役 
社長執行役員

社外取締役

社外取締役 
監査等委員

取締役紹介　（2025年6月24日現在）

柳瀬 喜

氏名 当社における地位および担当
意思決定スキル 監督スキル 経営ビジョン

企業経営 国際経験 財務会計 法務 ESG IT・デジタル 研究開発

三浦 芳樹
代表取締役
会長執行役員

● ● ● ● ● ●

盛田 賀容子
代表取締役
社長執行役員

● ● ● ● ● ●

中川 真二
取締役 執行役員
社長補佐 兼 企画管理本部長

● ● ●

松本 惠司 社外取締役 ● ● ● ● ●

柳瀬 喜 社外取締役 ● ● ● ●

川  康行 取締役 常勤監査等委員 ● ●

織田 貴昭 社外取締役 監査等委員 ●

竹林 満浩 社外取締役 監査等委員 ● ●

取締役会のスキル・マトリックス　（2025年6月24日現在）

当社が特に期待するスキル

当社のリスクマップ（重要度の高いものを抜粋）

重要リスクの選定プロセス

　当社は、2030年の経営ビジョン「Be the best SPICE！～心躍る極上のスパイスになる～」およびその実現に向けた5ヶ年の中期経営計画

を策定・遂行しています。

　これを踏まえ、当社取締役会が保有すべきスキルとして、経営の意思決定および監督を行う上で基本となる①企業経営、②国際経験、③財務

会計、④法務の4分野に加え、経営ビジョンの実現に向けて特に重要となる⑤ESG、⑥IT・デジタル、⑦研究開発の3分野の合計7分野を特定し、

これらを満たす方を取締役候補者として指名することとしています。

企業統治

サイバー攻撃
システム障害

物流の人手不足・
輸送困難

地震・津波

急激な
為替変動

海外グループ
会社の業績不振

原料価格の
著しい高騰

重大な
労働災害

化学物質
規制の強化

製品の
品質不良

設備の
損傷・故障

事業開発の
遅滞

人材不足•
育成の遅滞

リスク分類

内部環境リスク

外部環境リスク

最重要リスク

発生可能性 大

当
社
へ
の
影
響
度

大

集団感染症
の流行

主要原料の
調達困難

全社からの
リスク洗い出し

各部門・子会社に対し、各々
が保有するリスクに関して
アンケートを実施。

リスクの集計・
分析

洗い出されたリスクを集計
し、影響度・発生可能性を基準
に各リスクの重要度を評価。

執行役員級
ワークショップ開催

各リスクを全社視点で再評
価するため、執行役員級
ワークショップを開催。

リスクマップ
作成

ワークショップの議論を踏
まえ、リスクマップを作成。

重要リスクの
選定

取締役会において、リスク
マップの内容を踏まえ、重
要リスクを選定。

取締役会の構成
● ��非業務執行取締役比率

62.5％ （5名/8名） 

● ��社外取締役比率

50.0％ （4名/8名） 

● ��女性取締役比率

12.5％ （1名/8名）
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認証品の
品目数 19 30 32 39 46

■ エネルギー使用量（原油換算）
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社）

16,121 17,563 15,979

12,363

38,469 40,490
36,279

29,642

22,348 22,927
20,301 17,279

7,880

21,302

13,422

■ CO₂排出量
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社）

■Scope1
■Scope2

3,322 3,224 3,375 3,295

■ 水使用量
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社）

■ 調達エネルギー別使用量（2024年度）
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社）

■グリーン電力
■CN都市ガス
■その他電力、都市ガス、

蒸気など

78.9 81.1 81.0 81.0

6,214 6,353
5,629 5,147

■ 廃棄物量および再資源化率
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社）

■ RSPO認証品の出荷数量
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社）

■廃棄物量　■ 再資源化率

(千ｍ３)

3,156 3,045

1,548
1,984

20,656 21,062
19,268

17,114

（KL）

（t）

（t）

（%）

79.5

66.7 64.9
71.9

■ 生産量1tあたりの廃棄物量
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社）

(kg)

2.3
2.1 2.1

1.5

■ NOx排出量
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社、日東化成工業株式会社）

(t)

（t）

13,977

3,132
3,369

5,063

83.0 76.3

0.7

19.6%

80.4%

17.6%

82.4%
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うち、
労働災害
発生件数（件）

5 5 3 7 11

319 322 320
298

429 433 434
410

■ 従業員数
（新日本理化株式会社、連結）

■新日本理化　■連結

■女性　■男性

8

14

8

10

4

7

8

9

4
7

1

■ 採用者数
（新日本理化株式会社） ■キャリア採用

■新卒採用

31
37

30

46

22
25

10

20

30

9 12 16

■ 高ストレス者率
（新日本理化株式会社）

■ 平均勤続年数
（新日本理化株式会社）

■ 従業員男女比率（2024年度）
（新日本理化株式会社）

全従業員 係長相当

■ トラブル発生件数
（新日本理化株式会社、日新理化株式会社）

■設備・環境トラブル　■安全トラブル

■ 新日本理化
■ 製造業全国平均

■ 女性管理職比率
（新日本理化株式会社）

■ 平均年次有給休暇取得率
（新日本理化株式会社）

17.07 17.05 17.28 17.30

（年）

77 74
79

84

（%）（名）

（名）

（件）

16.2
17.8 18.2 17.8

7.9
9.4

11.2 11.2

（%）

※有給休暇取得率算定期間は、有給休暇付与日の1月1日
から12月31日までの1年間としております。

5.8
5.1 4.7

7.0

（%）

301

413

15.5

13

8

5

84

9.9

54

36

18

非財務ハイライト
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海外グループ会社一覧

Edenor Oleochemicals Rika(M)Sdn.Bhd. マレーシア 天然脂肪族アルコールの製造・販売

台湾新日化股份有限公司 台湾 各種界面活性剤の製造・販売

Nice Rika Biotechnologies Sdn. Bhd. マレーシア 界面活性剤の製造

NJC Europe Ltd. 英国 化学品の販売

NJC Korea Co.,Ltd. 韓国 化学品の販売

NJC America Inc. 米国 化学品の販売

国内グループ会社一覧

アルベス株式会社 大阪府 業務用洗剤等の製造・販売、化学製品等の仕入販売

日新理化株式会社 千葉県 可塑剤、界面活性剤の製造

日東化成工業株式会社 神奈川県 金属石鹸、塩化ビニル用安定剤等の製造・販売

イワタニ理化株式会社 福井県 洗剤、トイレタリー製品等の製造・販売

NJC Europe Ltd.

NJC Korea Co.,Ltd.

NJC America Inc. イワタニ理化株式会社

アルベス株式会社 日東化成工業株式会社

日新理化株式会社
台湾新日化股份有限公司

Edenor Oleochemicals Rika(M)Sdn.Bhd.

Nice Rika Biotechnologies Sdn. Bhd.

　当社は新日本理化のグループ会社として、可塑剤、界面活性剤の

生産に携わっています。製造に特化した会社であることから、お客

様に安全・安心を提供できる“ものづくり”を追求し、CSRに取り

組んでまいります。

●設備保全の充実によるエネルギー利用の効率化
　生産時のエネルギー効率を最大化できるよう、蒸気等のユー

ティリティ関連設備の管理に重点を置いた操業を推進していま

す。同じく、生産に使用する窒素使用量なども、流量計を設置して

いくことで、ムダが分かる仕組みづくりを進めています。

　また、各照明設備のLED化や高効率のエアコンへの更新なども

進めており、一足飛びに大きな省エネとはなりませんが、少しずつ

でも確実に結果を積み重ねて参ります。

<年間削減量>
• 生産設備の蒸気トラップの点検と更新

CO₂排出量：52.2t/年　蒸気量：315t/年

• 各職場の蛍光灯と外灯のLED化
CO₂排出量：14.2t/年　電力消費量：約31,100kWh/年

• エアコン更新
CO₂排出量： 8.9t/年　電力消費量：約19,500kWh/年

　当社は金属石鹸・PVC用安定剤・各種粉体加工品を製造・販売

しています。こうした製品は直接皆さまの目に触れることは少な

いのですが、日用品・医薬品からインフラに至るまで、世の中の快

適な暮らしに貢献しています。

　私たちは社会的責任を果たし続けるため、製品改良及び生産性

向上に励むと共に、資源消費量の抑制・副生物の削減及び有効利

用に向け弛まぬ努力を続けてまいります。

●省エネに向けた取り組み
　2024年度は各種製品の生産効率化に取り組み、その結果として

以下の通り環境負荷を低減できました。

<年間削減量>
• 電力消費量：2023年度比で4.6%減

• ガス消費量：2023年度比で3.0%減

• 総排水量：2023年度比で7.3%減

• 総排ガス量：2023年度比で7.7%減

• 総NOx排出量：2023年度比で14.0%減

日新理化株式会社 日東化成工業株式会社

会社概要（2025年3月31日現在）

重要な子会社および関連会社（2025年3月31日現在）

会 社 名

本社所在地

設　　立

資 本 金

従業員数

営 業 所

工　　場

研 究 所

新日本理化株式会社

大阪市中央区備後町二丁目1番8号　備後町野村ビル

1919（大正8）年11月10日

56億6千万円

413名（連結）

大阪（本社）、東京

京都、徳島、川崎、堺

京都

＜連結子会社＞

　　日新理化株式会社／アルベス株式会社

　　日東化成工業株式会社／NJC Korea Co.,Ltd.

＜持分法適用会社＞

　　Edenor Oleochemicals Rika （M） Sdn.Bhd.

　　台湾新日化股份有限公司

　　Nice Rika Biotechnologies Sdn.Bhd.

　　NJC Europe Ltd.

グループ会社のESG活動の紹介グループ会社一覧

会社概要財務ハイライト
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■ 売上高 ■ 総資産

32,70332,86333,10532,358

24,437

■ 親会社株主に帰属する当期純利益
　 又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）

522

220

△444

811

501

■ 1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失（△）

14.00

5.92

△11.92

21.76

13.46

■ 営業利益又は営業損失（△）

829

361

△439

1,202

287

37,519
40,11438,55340,086

35,886

■ 1株当たり純資産

477.07463.60
425.54427.44407.87
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お問い合わせ先

新日本理化株式会社 経営企画部
TEL：06-6202-0621

https://www.nj-chem.co.jp/
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